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令和４(2022)年度の科学研究費助成事業の公募、内定時期の前倒し等について 

 

 平素より、科学研究費助成事業（科研費）の適切な執行等に御協力いただき感謝申し上げます。 

令和４(2022)年度の科研費の公募、内定時期の前倒し等については、令和３(2021)年３月２９日

に開催された科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会において、別紙のとおり了解されたとこ

ろです。 

これを踏まえ、例年９月に公募が行われていた基盤研究等について、公募、内定の時期を下記の

とおりとする予定です。例年に比べ公募開始時期が早まりますので、貴研究機関所属の研究者及

び事務担当者等の関係者に必ず周知願います。 

 

記 

 

１．令和４(2022)年度公募、内定時期（予定） 

研究種目名 公募開始時期 公募締切時期 内定時期 

特別推進研究 令和３年７月上旬 令和３年９月上旬 
令和３年度内定時期（５月下旬）

よりも早期 

基盤研究（Ｓ） 令和３年７月上旬 令和３年９月上旬 
令和３年度内定時期（７月上旬）

よりも早期 

基盤研究（Ａ） 令和３年７月上旬 令和３年９月上旬 令和４年２月末 

基盤研究（Ｂ、Ｃ）、若手

研究、奨励研究 
令和３年８月上旬 令和３年１０月上旬 令和４年２月末 

挑戦的研究 令和３年８月上旬 令和３年１０月上旬 
令和３年度内定時期（７月上旬）

よりも早期 

研究成果公開促進費 令和３年８月上旬 令和３年１０月上旬 
令和３年度内定時期（４月１日）

よりも早期 

帰国発展研究 令和３年７月上旬 令和３年９月上旬 
令和２年度内定時期（３月中旬）

よりも早期 

学術変革領域研究（Ａ） 令和３年８月下旬 令和３年１０月中旬 令和４年６月下旬 

学術変革領域研究（Ｂ） 令和３年８月下旬 令和３年１０月中旬 令和４年５月下旬 

新学術領域研究（研究領

域提案型）（公募研究） 
令和３年８月下旬 令和３年１０月中旬 

令和３年度内定時期（４月１日）

よりも早期 

※令和３年度学術変革領域研究（Ａ）の内定時期は９月上旬、学術変革領域研究（Ｂ）の内定時期は８月下旬を予定しています。

なお、学術変革領域研究（Ａ）（公募研究）については、令和３年１１月下旬を目途に公募を開始する予定です。 

※帰国発展研究については、令和３年度公募になります。 

 

【本件に関する問合せ先】 

 文部科学省研究振興局学術研究助成課 

TEL：03-6734-4091 

 独立行政法人日本学術振興会 

研究事業部 研究助成企画課 

TEL：03-3263-4796 



令和３年３月２９日

科学技術・学術審議会

学術分科会研究費部会

科学研究費助成事業の公募スケジュールの前倒し等について

○現在、科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）の主な種目については、前年

の９月に公募を開始し、最も交付内定時期の早い種目は４月１日付けで交付内定を

行っている。この４月１日付けの交付内定は平成２１年度から行っているが、振興

会では、平成１１年度に科研費の審査・交付業務の一部移管が開始されて以降、応

募受付・審査への電子申請システムの導入や業務の効率化等を不断に進めることで

実現したものであり、我が国の競争的研究費の中では最も早く研究を開始できるよ

うにしている。

○一方で、大学の業務は会計年度単位で動いていることから、アカデミアの間からは、

４月１日の交付内定後に種々の手続きを始めると、研究スタッフの継続雇用などの

点で困難が生じるため、前年度のうちに採否の通知を求める意見が出されている。 

○年度当初からの研究実施をより効果的に進めていくためには、前年度中に応募課題

の採否の結果を通知することが必要であると考えられるが、審査の公正性や透明性

を確保しつつ、審査委員の負担にも配慮する必要があり、これまで行ってきたよう

な関連業務の電子化や効率化を更に進めることで対応することは困難なため、公募

開始時期を前倒すことが必要不可欠である。

○他方、科研費の主な種目について、前年の９月に公募を開始することは数十年前か

ら行われており、その時期を前倒しすることは、研究者や研究機関の事務担当者へ

の影響だけでなく、公募・審査・交付業務を行っている振興会の担当部署や学術シ

ステム研究センターの業務運営にも大きな影響を及ぼすものであることから、一定

の期間をかけて計画的に着実に行っていく必要があると考えられる。

○また、大型種目の公募スケジュールの前倒しについては、平成３１年３月に日本学

術振興会（以下「振興会」という。）が取りまとめた「議論のまとめ（改訂版）」に

おいて、現在４月中旬以降に交付内定を行っている「特別推進研究」と「基盤研究

（Ｓ）」について、その他の研究種目よりも先に審査・採択を行い、「基盤研究（Ａ）」

の審査において、「特別推進研究」と「基盤研究（Ｓ）」の採択者からの応募課題は

審査に付さないようにするため、両種目の公募・審査スケジュールの見直しが課題

として示されたことを受け、振興会において、その改善に向けた検討を進めてきた。 

別紙



 

○しかしながら、新型コロナウィルス感染症の感染拡大による影響で令和２年度の審

査スケジュールが遅れたことなどを受け、大型種目の公募スケジュールの前倒しに

ついては、第１０期研究費部会が令和３年１月２１日に取りまとめた「第６期科学

技術・イノベーション基本計画に向けた科研費の改善・充実について」において、

「「学術変革領域研究」の移管時期と合わせて、最低 1 年程度先送りする」ことを

前提に検討することとされたところである。 
 
○そのため、科研費の令和４年度公募においては、従前、４月上旬に交付内定を行っ

ていた種目について、内定通知時期を２月末に早めるためのスケジュールの見直し

を行うとともに、種目ごとに公募時期が異なることによる研究機関の混乱等を防ぐ

ため、他の種目についてもできるだけ同時期に公募を行うこととする。 
 
○なお、大型種目の採否結果については、前年度の２月上旬に通知できるよう、引き

続き検討を進めることとする。そのため、当面は別紙のスケジュールにより、公募

スケジュールの前倒し及び「学術変革領域研究」の振興会への移管を進めることと

し、振興会においては、文部科学省と緊密な連携を図りながら、年間を通じて科研

費業務を滞りなく行えるよう、科研費の担当部署及び学術システム研究センターの

体制を整備するとともに、関係者への周知等を適切に行っていく必要があると考え

られる。 
 
 
＜参考＞ 令和３年度公募における審査スケジュール 

  

特別推進研究 

基盤研究（S） 

 

基盤研究（A） 

基盤研究（B、C）、 

若手研究 

前年度 9 月 

公募開始 

11 月 

公募締切 

総合審査 

4 月上旬  

交付内定 

合議審査 

（ヒアリング含む） 

7 月上旬 

書面審査 
基盤(S) 

交付内定 

特推 

交付内定 

5 月下旬 

二段階書面審査 
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科学研究費助成事業の公募スケジュールの前倒し等スケジュール 
 
 

１．公募スケジュールの前倒しの時期と対象種目 
 
○令和４年度公募分について（※１） 

   基盤研究（Ａ） 
 公募開始時期：令和３年７月上旬 

   交付内定時期：令和４年２月末 
   基盤研究（Ｂ、Ｃ）及び若手研究 
    公募開始時期：令和３年８月上旬 

交付内定時期：令和４年２月末 
    特別推進研究及び基盤研究（Ｓ） 
     公募開始時期：令和３年７月上旬 
     交付内定時期：令和３年度交付内定時期よりも早期 

※１：令和３年４月には令和４年度分の公募開始時期を関係機関に周知 
 
○令和６年度公募分以降（※２） 

特別推進研究及び基盤研究（Ｓ） 
 公募開始時期：令和５年４月中旬 
交付内定時期：令和６年２月上旬 

※２：令和４年７月（令和５年度公募開始時期）には令和６年度分の公募開

始時期を関係機関に周知 
    

（注）なお、各年度における各種目の公募開始時期については、上記の実施状況を

踏まえ、必要に応じて見直しを行う。 
 
 

２．「学術変革領域研究」の日本学術振興会への移管 
 
○令和６年度公募分から、振興会において実施（※３） 

※３：「学術変革領域研究」については、文部科学省において、令和３年度 

以降、順次公募開始時期を早期化し、令和５年度公募分の交付内定時

期を令和５年２月末にする予定。 
 

 




